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I.はしがき

戦後のわが国における人口現象は,経済成長に

ともなう大都市圏への過度の人口集中と地方にお

ける過疎化,また出生率の急速な低下と平均寿命

の伸びによる高齢化の進行とに特徴づけられる.

本稿の目的軋　人口統計学の基礎概念を用いて,

これらの人口現象に関する都道府県単位の諸指裸

を時系列的に分析し,その変動パターソに見られ

る地域的特性を考察することであり,次の諸問題

を取り上げる.なお,都道府県の類型化にはクラ

スター分析を用いる.

(丑過去30年間における社会移動のパターソを類型

化し.あわせて社会増減地域とその自然増加と

の関連を明確にする.同時に,この期間中に重

要な転換点となった時期を判定する(II-(3),

(4)).

②昭和40年以降の老年人口,年少人口などに関す

る諸人口指標の地域的変動パターソと指標その

ものの変化の特性を明らかにする(Ⅲ).

③回帰分析を用いて,昭和60年の各人口指躾に影

響している主要な要因(説明変数)を選定する

(Ⅳ).

II.人口の社会増減と自然増加による類型化

(1)期間区分と地域区分

われわれの分析では,昭和30年から昭和60年ま

での30年間の人口動態統計および人口指標を用い

る.これを10年ずつに区切って30年代,40年代,

50年代とよぷことにする.また,各10年代を5年

ずつに区切るときは,それぞれを「前半」,「後

半」とよぶ.これらの期間区分は.表II-1に示

すようなわが国の経済変動に対応している.

また,以下の記述で用いる地域区分は次の基準

による.

大都市圏:東京圏又は首都圏(埼玉,千葉,東京,

神奈川),中京圏(岐阜,愛知,三重),阪神

表II-1　期間区分と経済変動との対応

区　　 分 循　 環

【昭和30年代 】 3

高度成長期前 半 4

5

【昭和40年代 】 6

高度成長期後 半 7

【昭和50年代 】 8

安定成長 期 9

10

出所こ経済企画庁舶「日本経済指標」

山 谷 特

3 2 .6 3 3 .6

☆ 3 9 . 1 0 ニ東 京 フ

3 6 . 1 2 3 7 . 1 0

3 9 . 1 0 4 0 . 1 0

4 5 .7 4 6 . 1 2

☆ 4 8 . 1 1 こ 第 1 ～4 8 . 1 1 5 0 . 3

5 2 . 1 5 2 , 1 0

☆ 5 3 . 1 2 こ第 2 号5 5 . 2 5 8 . 2

6 0 . 6 6 1 . 1 1
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圏(京都,大阪,兵庫)の3つ.

大都市圏周辺県:東京圏においては,茨城,栃木,

群馬,山梨の4県,阪神圏においては,滋賀,

奈良の2県を大都市圏周辺県とよぶ.

地方中枢県:地方中枢都市(札幌,仙台,広島,

福岡)が位置する県を地方中枢県とよぶ.ただ,

北海道は行政区域が広いため地方中枢県的特徴

が現れにくい.新潟,金沢,高松の各市が位置

する県もこれに準じて扱うことがある.

地方諸県:東北,北陸,山陰,四国,九州など,

大都市圏,その周辺県,地方中枢県には属さず,

第1次産業の比重が相対的に大きい県を地方諸

県とよぶ.

(2)用語・記号の定義と資料

本稿では,ある地域の人口の年齢構造には,次

の3大区分を用いる,

0　～14歳:年少人口

15　～64歳:生産年齢人口

65歳～　:老年人口

75歳～　　:75歳以上人口

本稿の目的は大まかな人口指標による人口現象

の解明であるから,例えば5歳階級別人口など,

細分類による年齢構造は取り扱わない,

ところで,ある地域ゐ一定期間における人口増

加(AP)は自然増加(PN)と社会増加(PS)

とに分けられる.すなわち,

AP=PN+PS.

この期間中の特定の時点での人口(P)で上式を

除し,

AP/P=PN/P+PS/P

となる.各項はそれぞれ人口増加率(PG),自

然増加率(PNG),社会増加率(PSG)である.

以下の分析で,5年間隔の各増加率を用いるが,

上の比率にその期間の期初の昭和年号2桁を追加

して識別する.例えば,昭和55～60年での社会増

加率はPSG55となる.

人口指標としては,人口年齢3大区分から加工

される次の諸指襟を用いる.

RAxx:老年人口比率=老年人口/総人口

RBxx:75歳以上人口比率=75歳以上人口/

総人口

RCxx:年少人口比率=年少人口/総人口

RDxx:老年人口指数=老年人口/生産年齢

人口

RExx:年少人口指数=年少人口/生産年齢

人口

RFxx:老年化指数=老年人口/年少人口

ⅩⅩは昭和年号2桁の数字を当てる.例えば,昭

和60年の老年人口比率ならば,RA60と表す.な

お,以下の記述において,RA,RB,RDを総称

して老齢指標,RC,REを総称して年少指標とよ

ぷことにする.

人口変動に影響を与えると考えられる,年齢構

造,社会移動の他に,地域の特殊性を示すものに

出生率(BR)と死亡率(DR)がある.しかし,

これらの普通比率には,地域の年齢構造が反映さ

れているから,この目的のために全国の年齢構造

を標準とする標準化出生率,標準化死亡率を用い

る.

社会増加率,自然増加率,標準化出生率,標準
1

化死亡率は「人口統計資料集」に収録されている

ものを用い,人口指標は「国勢調査報告」資料に

より作成される.なお,増加率計算の分母には,

すべて期初人口が用いられる.

(3)社会増減の類型化

本節では,昭和30～60年までの府県別5年間隔

の岩二会増加率を用いて,各府県の類型化を行う.

まず,各期の特徴を見ることにする.衷II-2に

示すように,昭和30～35年には社会増を示した府

県はわずかに7県であり,他はすべて社会減となっ

ている.30～45年までの3期は増加率の最大値,

最小値(マイナス)ともに大きく,また標準偏差

も大きく,人口移動が極めて活発であり,しかも

府県間のバラツキが極めて大きかったことを示し

ている.45年以降は,社会増府県は20県近くに増

加し,また府県間のバラツキも小さくなってくる

が,50年代になるとさらにこの傾向が強くなり,

社会増減幅は大幅に縮小してきている.40年代後

半は高度成長期の最終期に当たるが,人口移動は

すでに沈静化に向っている∴

社会増加率PSGxx相互間の相関係数を見ると,

各期とも隣接期間の相関係数は0.8以上で極めて

1)厚生省人口問題研究所縄,『人口統計資料集』

1983～88年版
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表II-2　社会増加率の相関表

項　　　　 目 P S G 3 0　　　　　 P S G 35　　　　　 P S G 40　　　　　 P S G 4 5　　　　　 P S G 5 0　　　　　 P S G 5 5

統

計

値

社 会 増 府　 県 教 7　　　　　　　 11　　　　　　 12　　　　　　　 20　　　　　　　 19　　　　　　　 1(;

平　　　　　　　 均 -3 .4 4　　　　　 - 2 .8 1　　　　　 - 1 .90　　　　　　 0 .2 3　　　　　　 0 .3 5　　　　　 -0 .10

標　 準　 偏　 差 5 .4 9　　　　　　 7 .(略　　　　　　 6 .18　　　　　　 4 .1 7　　　　　　 2 .4 4　　　　　　 1 .77

最　　　 小　　　 値 -10 .3　　　　　 -1 2 ,0　　　　　　 - 9 .5　　　　　　 - 5 ,0　　　　　　 -4 .9　　　　　　 -3 ,3

最　　　 大　　　 値 14 .5　　　　　　 2 0 .6　　　　　　 ユ9 .0　　　　　 14 .5　　　　　　 乱 1　　　　　　 4 .7

相

関

表

P　S　 G　 3 0 1 .0 0　　　　　　 0 .83　　　　　　 0 .59　　　　　　 0 .30　　　　　 - 0 .11　　　　　　 0 .17

P　 S　G 3 5 1 .00　　　　　　 0 .92　　　　　　 0 .7 1　　　　　　 0 .31　　　　　　 0 .56

P　 S　 G　 4 0 1 .0 0　　　　　　 0 .9 0　　　　　　 0 .6 0　　　　　　 0 .73

P　 S　 G 4 5 1 ,∝)　　　　　 0 .83　　　　　　 0 .88

P　 S　 G　 5 0 1 .00　　　　　　 0 .84

P　 S　 G　 5 5 1 .0 0

統計値の単位二社会増府県数以外は%

表I1-3　社会増加率によるクラスター分析表

平均値こ%

クレープ
昭 和 30 年　 代 昭 和 40 年　 代 昭「和 50 年 代

府　　 県 統計値 府　　 県 統計値 府　　 県 統計値

G 5 東 京 、神奈 川、 大阪

N = 3

A V l= 13 .3

A V 2= 12 .8

埼玉 、千葉

N = 2

A V l = 18.1

A V 2 = 14.5

千葉 、奈 良

Ⅳ= 2

A V l= 8.0

A V 2= 4.6

G 4

埼玉 、千 葉、愛 知 N = 4

神奈 川、 奈良

N = 2 茨 城 、埼 玉 、神奈 川 N = 4

兵庫 A V l= 2.9

A V 2= 10 .1

A V l= 10 .8

A V 2 = 8.4

滋賀 A V l= 4 .4

A V 2 = 3 .3

G 3

北海 道、 富 山、石川 N = 10 宮 城、茨 城、 栃木 N = 17 宮城 、栃木 、群 馬 N = 14

岐阜 、静 岡 、京 都 A V l = -2.0 群 馬、石 川、 岐阜 A V l= 0.1 石川 、山梨 、岐 阜 A V l= 0 .8

奈 良、広 島 、福 岡 A V 2 = -1.9 静 岡、愛 知 、三重 A V 2= 1.3 三重 、鳥取 、香 川 A V 2= 0 .1

沖絶 滋賀 、京 都、 大阪

兵 庫、 岡山、 広 島

香 川、福 岡

高知 、福 岡、熊本

宮崎 、鹿児 島

G 2

宮城 、茨 城 、栃 木 N = 12 富 山、福 井、 山梨 N = 13 富山 、福井 、長 野 N = 14

群 馬、新 潟 、福井 A V l= -5.5 長 野、和 歌 山、鳥取 A V l= 一4 .9 静 岡、愛知 、京 都 A V l= -0 .6

長 野、三 重 、滋賀 A V 2 = -3 .7 山 口、 徳 島、愛媛 A V 2= -1.0 兵庫 、 島根、 岡山 A V 2= -4 .4

和 歌 山、岡 山、香 川 高 知、 大分 、宮 崎

沖 縄

広 島、徳 島、変 額

大分 、沖 絶

G l

青 森、岩 手 、秋 田 Ⅳ= ユ8 北 海道 、青森 、岩 手 N = 13 北海 道、 青森 、岩手 Ⅳ= 13

山形 、福 島 、山梨 A V l= -7 .1 秋 田、 山形 、福 島 A V l= -6 .5 秋 田、 山形 、福 島 A V l= -1 .5

鳥 取 、島板 、山 口 A V 2 = -8 .3 東 京、 新潟 、島根 A V 2= -3 .5 東京 、新潟 、 大阪 A V 2= -1 .8

徳 島 、愛 媛 、高知 佐 賀、 長崎 、熊 本 和歌 山 、山 口、佐賀

佐 賀 、長崎 、熊 本

大 分 、宮 崎 、鹿 児島

鹿 児 島 長崎
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大きいが,期間が離れるほど一般的に小さくなる.

30年代前半は40年代後半までとの間にはか五り高

い相関係数を示すが,それ以降は急激に低下,さ

らに50年代前半とはマイナスの値さえ示している.

すなわち,30年代前半から40年代前半までの人口

移動のパターtソは極めて類似していたが,40年代

後半からは,異質のものになっていることがわか

る.40年代後半は40年代前半とはもちろん,50年

代前半および後半とも強い相関を示しており,50

年代の人口移動のパターソは,規模こそ小さくなっ

ているが,40年代後半の姿をそのまま引き緻いで

いる.

表II-3は,各年代別に,前半と後半の2つの
の

社会増加率を用いて,Ward法でクラスター分析

した結果である.各年代とも,府県を5グループ

にまとめ,グループ内の前半,後半の平均増加率

(それぞれAVl,AV2とする)の大きさから判

断して,小さい順から番号をつけた.したがって,

グループ番号の小さい方が社会増加率の小さい

(社会減の)グループである.いずれの年代でも,

G4,G5はグループ内でのバラツキは極めて大

きく,下位になるほど集中度は高くなっている.

【昭和30年代】

東京を中心とする首都圏(埼玉,千葉,東京,

神奈川)と,大阪,兵庫,愛知(G4,G5)が

雨期とも社会増であり,他府県はすべて社会減を

示している.G5とG4の違いは,前半と後半と

で,平均増加率の大きさが逆転していることであ

る.G3以下はすべて社会減であるが,特にGl

では,前半,後半ともに8%程度の社会減を示し

ている.G2がGlと異なる点は,後半になって,

社会減の幅が小さくなっていることである.Gl

の中には東北(宮城を除く),山陰,山口,四国

(香川を除く),九州(福岡,沖組を除く)の18

県が含まれる.

30年代は,3大都市圏を中心として人口が集中

2)Ward法
クラスター分析には数多くの手法があるが,Ward

法は各グループのメソバー数を均等化するようにグルー

プ化する傾向がある.セソトロイド法などでは孤立化

する府県が多くなるため,Ward法を採用することと

した.W8rd法でも各変数の原数値をそのまま使用す

る場合と標準化して使用する2通りの方法がある.

し,東北,山陰,四国,九州の地方諸県が大量に

人口を排出した.

【昭和40年代】

埼玉,千葉,神奈川,奈良など東京,大阪の周

辺県が大幅な社会増を示し,前年代に大量に人ロ

を吸収した,東京,大阪,兵庫,愛知の4都府県

が社会増の縮小または社会減になっている.特に

東京は大幅な社会減で,最下位グループGlに入っ

ている.Glには東京,北海道,新潟が上位グルー

プから転落してきたが,前年代に引き続き,東北

と九州のかなりの県がとどまっている.なお,G

lからG2への上昇県の中には,四国の3県,九

州の2県が含まれる.

40年代は,大都市圏の中心都府県の社会増が鈍

り,それに代ってその周辺県がベッドタウソとし

て大幅な社会増を示した.一一方,前年代に最下位

グループにあった若干の県が1ラソク上昇した.

【昭和50年代】

埼玉,千葉などの大都市周辺県の社会増が顕著

であり,前年代の4県に,茨城,滋賀が加わった.

また,愛知,京都,大阪,兵庫はさらにラソクを

下げ,大阪にいたっては東京とともに最下位に転

落してしまった.最下位グループには,東京,大

阪の他,前年代に引き続き東北のかなりの県がと

どまっている.G3グルーtプの社会増加率はプラ

スであるが,その値は極めて小さい.この中には,

30年代最下位にあった諸県がかなり含まれている.

50年代は,人口移動の規模は小さくなってきた

が,大都市圏周辺県での社会増が目立ち,大都市

圏中心都府県は完全な社会減を示すに至った.一

方,30年代に大幅な殻二全滅を示した九州・四国の

かなりの県がG3又はG2の中に含まれ,わずか

な社会増又は社会減の状態となった.この原因と

しては,若年層を中心とした流出人口の枯渇もそ

の一因ではないかと考えられる.

この30年間で生じた人口の社会増減のパターソ

から,特徴のある府県を列挙すれば次のようにな

る.以下で府県名に続く括弧内の3数字はそれぞ

れ各10年代での所属グループ番号である.
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①30年代に大幅な社会増があり,40年代,50年代

と次第に社会減に転じた都府県.

東京(5→1→1),大阪(5→3→1),愛知(4

→3一→2),兵庫(4→3→2)

②30年間絶えず社会増を続けているか,又は社会

減から大幅な社会増に転じた県.

埼玉(4→5→4),千葉(4→5→5),神奈川

(5→4→4),奈良(3-Ⅰ4-ト5),茨城(2一→3→

4),滋賀(2→3-,4)

(乱周辺県が大幅な社会減を示しているにもかかわ

らず,社会増又はわずかな社会減にとどまって

いる県.

宮城(2→3一,3),石川(3→3→3),広島(3

→3→2),岡山(2-,3→2),福岡(3→3→3),

香川(2-Ⅰ3→3)

(∂30年代に大幅な社会減を示し,40年代,50年代

と社会減が縮小するか,又はわずかな社会増と

なっている県.

山梨(トⅠ2→3),鳥取(1→2→3),島根(1

一・1→2),徳島(1→2→2),愛嬢(1→2--2),

高知(1→2→3),熊本(1→1→3),大分(1

→2→2),宮崎(1-ナ2-・3),鹿児島(1→1-→3)

⑤罰年間大幅な社会減を続けているか,又は下位

グループにとどまっている県.

青森(1→1→1),岩手(1→ト・1),秋田(1

→1一→1),山形(1-Il→1),福島(1→ト→1)

新潟(2-→1→1),和歌山(2→2→1)

(1→2→1),佐賀(1-ト1→1),長崎

1)

⑥大幅ではないが,測年間社会減を続けて

富山(3→2-+2),福井(2→2-ト2),

一,2一→2)

人口移動の規模から見ると,この30年目

代,40年代の高度成長期と50年代の安定

に区分することができる.高度成長期にl

諸県から大都市圏へ大量の人口流入があ

は30年

長期と

,地方

たが,

50年代に入ると規模は急速に縮小してきた.しか

し,社会増減の府県間パターソは40年代後半が転

換期になっている.すなわち,この期から東京,

大阪など大都市圏中心都府県が岩二会減に転じ,こ

れに代って社会増府県は大都市圏の他県とその周

辺県へ拡大していった.一方,高度成長期に大量

の人口流出があった地域の中には,50年代になっ

て流出の停止,あるいはわずかな社会増を示した

府県もある.

(4)自然増加の類型化

自然増加率は人口の年齢構造,特に再生産年齢

女子人口比率と地域特有の自然的・文化的・社会

的要因とによって決定される.本節では,府県別

5年間隔自然増加率を用いて,各府県の類型化を

表II-4　自然増加率の相関表

項　　　　　 目 PN G 3 0　　　　　 P N G 35　　　　　 P N G 4 0　　　　　 P N G 4 5　　　　　 P N G 50　　　　　 P N G 55

平　　　　　　　 均 4.9 5　　　　　　 4 .52　　　　　　 4 .6 0　　　　　　 5 .3 1　　　　　　 4 .0 4　　　　　　 2 .9 5

標　 準　 偏　 差 1 .08　　　　　　 1 .3 8　　　　　　 1 .83　　　　　　 1 .78　　　　　　 0 .9 8　　　　　　 0 .7 0

変　 動　 係　 数 0 .22　　　　　　 0 .3 1　　　　　　 0 .40　　　　　　 0 .34　　　　　　 0 .2 4　　　　　　 0 .2 4

最　　　 小　　　 値 3.3　　　　　　　 2 .4　　　　　　 1 .9　　　　　　　 2 .5　　　　　　　 2 .0　　　　　　 1 .5

最　　　 大　　　 値 7.5　　　　　　　 8 .1　　　　　　 9 .4　　　　　　 10 .2　　　　　　　 6 .4　　　　　　　 4 .3

P　 N　 G 3 0 1 .00　　　　　　 0 .6 2　　　　　　 0 .34　　　　　　 0 .1 5　　　　　　 0 .3 5　　　　　　 0 .4g

P　 N　 G　 3 5 1 .0 0　　　　　　 0 .93　　　　　　 0 .8 1　　　　　　 0 .7 8　　　　　　 0 .74

P　 N　 G 4 0 1 .00　　　　　　 0 .9 6　　　　　　 0 .8 7　　　　　　 0 .77

P　 N　 G 4 5 1 .0 0　　　　　　 0 .9 2　　　　　　 0 .80

P　 N　 G 5 0 1 .(氾　　　　　　 0 .95

P　 N　 G 5 5 1 .00

統計値の単位二変動係数は倍率,他は%
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表II車5　自然増加率と社会増加率の相関表

社

会

増

加

率

項　　　　 目
自　　　　　　 然　　　　　 増　　　　　 加　　　　　　 率

P N G 30　　　　 P N G 35　　　　 P N G 40　　　　 P N G 4 5　　　　 PN G 5 0　　　　 P N G 55

P　 S　G　3 0 0 .15　　　　　 0.82　　　　　 0,87　　　　　 0.8 1　　　　　 0 .6 4　　　　　 0 .5 0

P　S　G　3 5 -4 .0 3　　　　　 0.7 1　　　　　 0.89　　　　　 0.92　　　　　 0 .7 6　　　　　 0 .6 1

P　S　G 4 0 -0 .13　　　　　 0 .5 3　　　　　 0.77　　　　　 0 .8 8　　　　　 0 .7 7　　　　　 0.朗

P　S　G　4 5 -0 .2 6　　　　　 0 .2 5　　　　　 0.53　　　　　 0 .69　　　　　 0 .6 5　　　　　 0.57

P　S　G 5 0 -4 .21　　　　 -4 .0 5　　　　　 0.15　　　　　 0 .3 1　　　　　 0 .3 9　　　　　 0.4 1

P　 S　G　5 5 -4 .3 5　　　　　 0.08　　　　　 0.33　　　　　 0.50　　　　　 0 .48　　　　　 0 .4 5

表lI-6　自然増加率によるクラスター分析表

平均値ニ%

ガレープ
昭　 和 30 年　 代 昭 和 40 年　 代 昭 和 5 0 年　 代

府　　　 県 統計値 府　　　 県 統計 値 府　　　 県 彿計値

G 5

埼 玉 、 東 京 、 神 奈 川 N = 5

埼 玉 、 神 奈 川

N = 2 宮 城 、 埼 玉 、 千 乗 N = 5

愛 知 、 大 阪 A V l= 5 .7

A V 2= 7 .4

A V l= 9 .4

A V 2= 9 .9

神 奈 川 、 愛 知 A V l= 5 .9

A V 2 = 4 .2

G 4

北 海 道 、 青 森 、 岩 手 N = 9 千 葉 、 東 京 、 愛 知 N ここ4 北 海 道 、 茨 城 、 栃 木 N = 7

宮 城 、 福 島 、静 岡 A V l= 6 .6 大 阪 A V l= 8 .0 静 岡 、 滋 賀 、 大 阪 A V lここ4.8

長 崎 、 宮 崎 、鹿 児 島 A V 2 = 5 .2 A V 2= 8 .3 福 岡 A V 2 = 3 .6

G 3

秋 田 、 茨 城 、 栃 木 N = 9 北 海 道 、 青 森 、 宮 城 N = 15 青 森 、 岩 手 、 福 島 N = 18

千 乗 、 岐 阜 、 兵 庫 A V l= 5.2 茨 城 、 栃 木 、 群 馬 A V l= 5.1 群 馬 、 東 京 、 新 潟 A V lここ4 .1

福 岡 、 佐 賀 、熊 本 A V 2 = 4.6 石 川 、 岐 阜 、 静 岡

滋 賀 、 京 都 、 兵 庫

奈 良 、 広 島 、 福 岡

A V 2= 6.0 石 川 、 福 井 、 岐 阜

京 都 、 兵 庫 、 奈 良

岡 山 、 広 島 、 佐 賀

長 崎 、 熊 本 、 宮 崎

A V 2 = 3.0

G 2

山形 、 群 馬 、 新 潟 N = 15 岩 手 、 福 島 、 新 潟 N = 16 山 形 、 秋 田 、 富 山 N = 14

石 川 、 福 井 、 山梨 A V l= 4.3 富 山 、 福 井 、 山 梨 A V l= 3.8 山 梨 、 長 野 、 三 重 A V l= 3.2

三 重 、 京 都 、 奈 良 A V 2= 3 .g 長 野 、 三 重 、 和 歌 山 A V g= 4 .5 和 歌 山 、 鳥 取 、 山 口 A V 2 = 2 .3

和 歌 山 、 鳥 取 、 広 島 岡 山 、 山 口、 香 川 徳 島 、 香 期 、 愛 媛

山 口、 愛 媛 、 大 分 愛 嬢 、 佐 賀 、 長 崎

宮 崎

大 分 、 鹿 児 島

G l

富 山 、 長 野 、 滋 賀 N = 8 秋 田 、 山 形 、 鳥 取 N = 9

島 板 、 高 知

N = 2

島 根 、 岡 山 、 徳 島 A V l= 3.7 島 根 、 徳 島 、 高 知 A V l= 2.6 A V l= 2.1

香 川 、 高 知 A V 2= 3 .0 熊 本 、 大 分 、 鹿 児 島 A V 2= 3 .2 A V 2 = 1.6

行う.本節の資料からは異常に大きい自然増加率
3,

を示す沖組を除外する.なお,昭和50年代後半に

おいても,自然増加率がマイナスを示す府県は1

県も存在しない.

表11-4より自然増加率の一般的動向を見るこ

3)沖縄県は出生率が極端に高く死亡率が低い人口現

象に関する特異県である.このため,自然増加率が異

常に高くなる.

とにする.平均自然増加率は,この罰年間では40

年代後半に最大値5.31%を示し,以後急速に低下

する.この期間は第2次ベビーブーム世代の出生

期に当たり,その影響が反映されたものである.

標準偏差,変動係数はともに40年代前半にそれぞ

れ,1.83,0.40と最大値を示すが,以後は低下し

てきており,各府県の自然増加率のバラツキは婦

中に向っているといえる.期間相互の相関係数は,
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30年代後半以降は隣接期はもちろん,2期以上離

れても高い正値を示している.ただ,30年代前半

と他の期間との椙関係数だけはいずれも低い.こ

のことについては後で詳しく述べるが,30年代後

半から自然増加率の府県間の関係が変化したこと

を物語っている.30年代前半では地方諸県におい

て高い増加率を示しているが,30年代後半からは

大都市圏の都府県で高い増加率が見られ,この傾

向は50年代後半まで続いているといえる.また自

然増加率の期間相互の相関係数は,社会増減率の

場合より,30年代後半からは一般に高いことから,

この府県間のパターソは社会増減率よりも持続性

が強いといえる.

ところで,表I1-5は自然増加率と社会増加率

との相関係数を示す.人口の社会移動によって育

壮年層の構成が変化し,やがて自然増加率の府県

間の差異が生ずると考えられる.実際30年代前半

から40年代後半までの社会増加率と1期から2期

離れた自然増加率との間には,かなり強い正の相

関関係が見られる.特に,40年代後半の自然増加

率は30年代前半から40年代前半までの社会増加率

とは0.8以上の相関係数を示し,また40年代後半

とも0.7に近い値を示している.すなわち,40年

代後半の自然増加率はそれまでの社会増地域では

高く,他方社会減地域では低くなっていることを

示している.50年代前半の自然増加率とそれ以前

の社会増加率との相関係数は,前期よりも小さく

なり,さらに後半ではこの傾向が強くなっている.

50年代に入って,わが国の出生率は年々低下して

いることもあって,社会増加率との関係は希薄に

なりつつあるといえよう.なお,各期の自然増加

率と強い相関を示す社会増加率は30年代後半と40

年代前半であり,40年代はもちろん,50年代にも

かなりの影響を残している.

表II-6は社会増加率の場合と同じ要領で作成

した年代別のクラスター分析表である.この裏よ

り年代別の特徴を見ていく.

【昭和30年代】

上位グループのG5とG4との関係について述

べる.G5の平均値は前半はG4より小さく,後

半は逆に大きい.40年代以降との関係を考慮して,

このグループを上位に配置した.この事実は,G

4に属する北海道から鹿児島までの9県は30年代

前半では,G5の埼玉,東京,神奈川,愛知,大

阪より平均して自然増加率は高く,後半になって

その関係が逆転していることを示すものである,

G4以下のグループでは,平均値は比較的接近し

ているが,全国的傾向としては,東北,九州の諸

県と東京周辺県が上位にあり,北陸,近戦,中国,

四国の諸県が下位にある.

30年代には,大都市圏においてそれまでの社会

増の影響を反映して,自然増加率の上昇のきざし

が見え始めている.

【昭和40年代】

上位グループ(G5,G4)には大都市圏の諸

都府県が含まれ,G3には,北海道,青森の他,

北関東,東海,近畿の諸県と,地方中枢県が含ま

れる.下位グループ(G2,Gl)は,30年代に

人口流出の激しかった東北,中国,四国,九州の

諸県で占められている.

40年代には,刃年代から続いている激しい人口

移動の影響が頗著に現れており,自然増加率は社

会増地域では高く,社会減地域では低くなってい

る.

【昭和50年代】

自然増加率自体が小さくなっていることもあっ

て,40年代とは異なった様相を呈している.最上

位グループ(G5)には,東京を除く首都圏の3

県と,宮城,愛知が入るが,G4,G3,G2の

中間グループは一団をなしており,島根と高知の

みが最下位にとどまっている.

50年代には,40年代,50年代に人口流入の激し

かった地域は最上位に属しているが,30年代に見

られた地域性は薄らいでいる.

この30年間の自然増加率の変動パターソから,

特徴のある府県を列挙すれば次のようになる.

(9上位(G5,G4)から下位へ転じた都県.

東京(5→4→3),鹿児島(4→1→2)

(診絶えず上位グループに位置している府県.

埼玉(5→5→5),神奈川(5→5→5),愛知
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(5→4→5),大阪(5→4→4),北海道(4→3

→4),宮城(4→3→5),静岡(4→3→4)

(勤下位又は中間グルーープから上位へ移行した県.

滋賀(1-ナ3-・4),千葉(3→4→5),茨城(3

→3→4),栃木(3→3→4),福岡(3→3-ナ4)

④測年代に最下位グルーープにあり,以後下位にと

どまっている県.

島根(1一→1→1),高知(1→1→1),徳島(1

→1→2),富山(1→2一→2),長野(ト→2一→2),

香川(1→2→2)

自然増加率の水準は全国の人口増加率の変動傾

向とよく符合しており,40年代後半において府県

平均値は際だった値を示し,その後急速に低下し

ている.地域別では,30年代前半では地方諸県の

自然増加率が高かったが,30年代後半以降は大都

市圏,すなわち人口流入都府県において高くなり,

人口流出県では逆に低下してきている.このよう

に,自然増加率は若干の時間差をもって,社会増

加率と正の相関関係を有している.しかし,50年

老　　年　　人　　口

比　　　　　　　　率

7　5　歳　　以　　上

人　　口　　比　　率

年　　少　　人　　口

比　　　　　　　　率

老　　年　　人　　口

指　　　　　　　　数

年　　少　　人　　口

指　　　　　　　　数

老　　　年　　　化

指　　　　　　　　数

代に入ると,全国の人口増加率の低下もあって,

5県の最上位グループと2県の最下位グループの

他は,一団となって中間グループを形成している.

III.人口‡旨標による類型化

(1)老齢指標と年少手旨標などによる類型化

昭和40年から60年までの各国勢調査年次の年齢

3大区分人口を用いて,各種の人口指棟を作成し,

40年代と50年代の地域的特性とその変化を明らか

にする.なお,クラスター分析に当たって,40年

代については,40年,45年,50年の指裸を,50年

代については,50年,55年,60年の指標を用いる.

衷m-1は,各指標の1県当たり平均値と変動

係数を示したものである.老齢指標のうち,老年

人口比率(RA)と75歳以上人口比率(RB)は,

いずれも年とともに増大しており,いわゆる高齢

化社会の到来を如実に示している.両者の比較で

注目されるのは変動係数である.75歳以上人口比

率の変動係数は老年人口比率よりも大きく,この

表III-1　人口指標の平均値と変動係数

年

40年　　　　　45年

次　　　　　(昭和)

50年　　　　　55年　　　　　60年

7.1　　　　　　　8.1

(0.19)　　　(0.19)

2.2　　　　　　　2.5

(0.24)　　　(0.24)

26.8　　　　　　24.4

(0.12)　　　(0.09)

10.8　　　　　　12.0

(0.21)　　(0.21)

40.9　　　　　　36.2

(0.18)　　　(0.13)

26.7　　　　　　　33.5

(0.21)　　　(0.23)

9.1　　　　　10.3

(0.19)　　　(0.18)

3.0　　　　　　　3.6

(0.24)　　(0.22)

24.0　　　　　　23.3

(0.07)　　(0.07)

13.6　　　　　　15.5

(0.20)　　　(0.19)

36.0　　　　　　35.0

(0.09)　　(0.08)

38.2　　　　　　44.6

(0.23)　　　(0.22)

()内は変動係数.平均値の単位は%,変動係数は倍率.
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11.6

(0.17)

4.5

(0.20)

21.7

(0,06)

17.4

(0.19)

32.5

(0.07)

53.7

(0.20)



表m-2　老年人口比率によるクラスター分析表
平均値こ%

タトゥ`
昭 和 40 年　 代 昭 和 5 0 年 代

府　　　 県 統計 値 府　　　 県 統 計値

G 5 島 根 、 高 知

N = 2

A V l= 9 .g

A V 2 = 11 .3

A V 3= 12 .4

島 根 、 高 知 、 鹿 児 島

N = 3

A V l= 12.1

A V 2= 13.2

A V 3= 14.7

福 井 、 山 梨 、 長 野 N = 15 山 形 、 福 井 、 山 梨 N = 14

G 4 三 重 、和 歌 山 、 鳥 取 A V ト28 .2 長 野 、 和 歌 山 、 鳥 取 A V l= 10,5

岡 山 、 山 口 、 徳 島 A V 2= 9 .4 岡 山 、 山 口 、 徳 島 A V 2= 11.8

香 川 、愛 媛 、 佐 賀 A V 3= 10 .6 香 川 、 愛 媛 、 佐 賀 A V 3= 13 .2

熊 本 、 大 分 、 鹿 児 島 熊 本 、 大 分

G 3

山 形 、 福 島 、 茨 城 N = 15 岩 手 、 秋 田 、 福 島 N = 13

栃 木 、 群 馬 、 新 潟 A V l= 7.1 群 馬 、 新 潟 、 富 山 A V l= 9.2

宮 山 、 石 川 、 岐 阜 A V 2= 8.1 石 川 、 三 重 、 滋 賀 A V 2= 10 .5

滋 賀 、 京 都 、 奈 良 A V 3= 9.1 京 都 、 広 島 、 長 崎 A V 3= 11 .9

広 島 、 長 崎 、 宮 崎 宮 崎

G 2

岩 手 、 宮 城 、 秋 田 N = 6 青 森 、 宮 城 、 茨 城 N = 9

静 岡 、 兵 庫 、 福 岡 A V l= 6.1 栃 木 、 静 岡 、 岐 阜 A V l= 8.1

A V 2= 7.1

A V 3 = 8 .2

兵 庫 、 奈 良 、 福 岡 A V 2 = 9 .2

A V 3 = 10 .4

G l

北 海 道 、 青 森 、 埼 玉 N ここ9 北 海 道 、 埼 玉 、 千 葉 N = 8

千 葉 、 東 京 、 神 奈 川 A V l= 5 .1 東 京 、 神 奈 川 、 愛 知 A V l= 6 .2

愛 知 、 大 阪 、 沖 縄 A V 2 = 5 .6

A V 3 = 6 .4

大 阪 、 沖 絶 A V 2 = 7 .2

A V 3= 8 .3

年齢層において府県間のバラツキが大きいことが

分かる.もう1つの指標である老年人口指数(R

D)は,その定義から老年人口比率より大きくな

るが,平均値,変動係数ともに極めてよく似た動

きを示している.

年少指標である年少人口比率(RC)と年少人

口指数(RE)は年とともに低下している.変動

係数は老齢指標に比べて小さく,また年とともに

低下してきている.すなわち年少人口の割合は,

老年人口に比べて府県間の差異が小さく,またそ

の差異も年々縮小に向っているといえる.

老年人口の割合は増大し,年少人口の割合は縮

小してきているから,両者の比である老年化指数

(RF)は急速に拡大してきている.昭和40年に

は26.7%であったものが,60年には53.7%と約2

倍に達している.このように,老齢化を示す指楔

の中では,老年化指数が最も敏感にその現象を反

映している.なお,この変動係数は,老年人口指

数と同程度で,時間的にもそれほど変化していな

い.

表III-2から表II1-4までは,上記の諸指標の

クラスター分析表で,表中の統計値は,各グルrl

プに属する府県数(N)とそれらの各年次ごとの

平均値(AVl～AV3)である.

【老齢指標】

この指裸群では,西日本の諸県が東日本の諸県

より全般的に上位にある.島根と高知は常に最上

位にあり,大都市圏の諸都府県は下位グループに

集まり,また地方中枢県はその近隣県より1ない

し2ラソク下位のグループに位置している.老年

人口比率の40年代と50年代を比較して,特徴ある

府県を列挙すれば次のとおりである.

(カ上位グループへ移動した県.

鹿児島(4→5),山形(3→4),岩手(2→3),

秋田(2→3),青森(1→2)

(勤下位グループに移動した県.
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表IIf-3　年少人口比率によるクラスター分析表
平均値こ%

クレープ
昭 和 40 年　 代 昭 和 50 年　 代

府　　　 県 統計値 府　　　 県 統計値

G 5 沖 縄

N = 1

A V l= 38 .9

A V 2= 34 .8

A V 3= 31.3

沖 縄

N = ユ

A V l= 31 .3

A V 2= 29 .4

A V 3= 27 .4

G 4 埼 玉 、 千 葉 、 神 奈 川

N = 5

A V l= 24 .5 埼 玉 、 千 葉

N = 2

A V lこ= 27 .1

愛 知 、 大 阪 A V 2= 24 .6

A V 3= 26 .3

A V 2= 26 .4

A V 3= 23 .3

G 3

青 森 、 岩 手 、 福 島

N = 7 青 森 、 茨 城 、 栃 木 N = 16

A V l= 31.1 群 馬 、 神 奈 川 、 石 川 A V l= 24 .8

佐 賀 、 長 崎 、 宮 崎 A V 2= 26 .8 静 岡 、 愛 知 、 岐 阜 A V 2= 24 .2

鹿 児 島 A V 3= 24 .6 滋 賀 、 大 阪 、 兵 庫

奈 良 、 広 島 、 長 崎

宮 崎

A V 3= 22 .3

G 2

北 海 道 、 宮 城 、 秋 田 N = 15 北 海 道 、岩 手 、 宮 城 N = 22

茨 城 、 栃 木 、 群 馬 A V l= 27.6 福 島 、 新 潟 、 富 山 A V l= 23 .4

新 潟 、 福 井 、 静 岡 A V 2 = 24.5 福 井 、 山 梨 、 長 野 A V 2= 22 .6

岐 阜 、 山 梨 、 愛 嬢 A V 3 = 23.8 三 重 、 京 都 、和 歌 山 A V 3= 21.3

福 岡 、 熊 本 、 大 分 鳥 取 、 岡 山 、 山 口

香 川 、 愛 媛 、 福 岡

佐 賀 、 熊 本 、 大 分

鹿 児 島

G l

山 形 、 東 京 、 石 川 N = 19

山 形 、 秋 田 、東 京

N = 6

富 山 、 長 野 、 三 重 A V l = 24.6 A V l= 21.9

滋 賀 、 京 都 、 兵 庫 A V 2 = 22 .8 島 根 、 徳 島 、 高 知 A V 2 = 21.0

奈 良 、 和 歌 山 、 鳥 取

島 根 、 岡 山 、 広 島

山 口、 徳 島 、 香 川

高 知

A V 3 = 23 .0 A V 3 = 19.9

茨城(3→2),栃木(3→2),岐阜(3一→2),

奈良(3-ナ2)

上位へ移動した県は,鹿児島を除けばすべて東

北に位置し,測年代,40年代に大幅な社会減を示

したところである.下位へ転じた県は大都市圏周

辺に位置し,40年代から50年代にかけて社会増が

見られるところである.このように,老年人口比

率の府県間パターソにはやや時間差はあるものの,

人口の社会移動の影響が現れている.もちろん,

初めに指摘した地域差も無視することはできない.

なお,75歳以上人口比率,老年人口指数のクラス

ター表は老年人口比率とほとんど同じ傾向を示し

ている.

【年少指標】

年少人口比率の40年代のG4の平均値はG3に

比べて,40年と45年には小さく,50年には逆に大

きくなっている.G5は沖組のみ,G4には大都

市圏とその周辺県,G3には東北,九州の地方諸

県が含まれる.すなわち,40年,45年にはこれら

諸県において年少人口は相対的に多かったが,50

年になってその立場は逆転している.Glでは,

東京のほか近畿,中国,四国の諸県が主体になっ

ている.50年代では,G5の沖縮,首都圏の2度

(埼玉,千葉),Glの6県(秋田,山形,東京,
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表m-4　老年化指数によるクラスター分析表
平均値ニ%

クレープ
昭 和 40 年 代 昭 和 50 年 代

府　　　 県 統計値 府　　　 県 統 計値

G 5 島根 、 高 知

N = 2

A V l= 38.7

A V 2 = 50 .5

A V 3 = 57 .2

島 根 、 高 知

N = 2

A V l= 57 .2

A V 2ご63 .5

A V 3= 73 .5

G 4 長 野 、 和 歌 山 、 鳥 取

N = 6 秋 田 、 山 形 、 新 潟 N = 19

A V l= 33.4 富 山 、 福 井 、 山 梨 A V l= 44 .9

岡 山 、 徳 島 、香 川 A V 2 = 41.8 長 野 、 三 重 、 和 歌 山 A V 2= 52 .5

A V 3 = 47.3 鳥 取 、 岡 山 、 山 口

徳 島 、香 川 、 愛 媛

佐 賀 、熊 本 、 大 分

鹿 児 島

A V 3= 62 .4

G 3

山 形 、 富 山 、 石 川 N = 16

岩 手 、 福 島 、 石 川

N = 7

福 井 、 山 梨 、三 重 A V l = 29.5 A V l= 37 .6

滋 賀 、 京 都 、 奈 良 A V 2 = 37.1 京 都 、広 島 、 長 崎 A V 2= 44 .3

広 島 、 山 口 、 愛 媛

佐 賀 、 熊 本 、 大 分

鹿 児 島

A V 3 = 42.3 宮 崎 A V 3= 53 .6

G 2

岩 手 、 宮 城 、秋 田 N = 14 北 海 道 、 青 森 、 宮 城 N = 13

福 島 、 茨 城 、 栃 木 A V l= 23 .6 茨 城 、栃 木 、 群 馬 A V l= 33 .2

群 馬 、 新 潟 、 静 岡 A V 2 = 30 .5 東 京 、静 岡 、 岐 阜 A V 2= 38 .5

岐 阜 、 兵 庫 、 福 岡 A V 3= 35 .8 滋 賀 、兵 庫 、 奈 良 A V 3 = 47 .0

長 崎 、 宮 崎 福 岡

G l

北 海 道 、 青 森 、 埼 玉 N = g

埼 玉 、千 葉 、 神 奈 川

N = 6

千 葉 、 東 京 、 神 奈 川 A V l= 19 .5 A V l= 22 .5

愛 知 、 大 阪 、 沖 縄 A V 2 = 22 .1

A V 3= 24 .6

愛 知 、大 阪 、 沖 縄 A V 2 = 26 .g

A V 3 = 34 .6

島根,徳島,高知)以外は一団となってG3(16

県)G2(22県)を形成している.また,この2

グループの各年次の平均値は極めて近似している.

上述のように,年少人口比率には50年を転換年

として大きな変化が見られる.年少人口比率は,

45年までは,東北,九州などにおいて大であった

が,その後は30年代,40年代に大幅な社会増のあっ

た地域で上昇し始めた.50年代になって,自然増

加率の全国的減少と歩調を合せて,それらの特徴

は消え失せ,両端のグループの数都府県だけに鮮

明な特徴が現れている.上位グループには自然増

加率が異常に高い押隠,50年代にも大幅な社会増

が続いている埼玉と千葉があり,最下位グルーープ

には,空洞化現象の続いている東京,高齢化が最

も進んでいる島牧,高知などがある.

なお,年少人口指数もこれとほぼ同じ傾向を示

している.

【老年化指数】

老年化指数は老年人口を年少人口で割ったもの

であるから,人口の社会減は分子にはプラス,分

母にはマイナスの影響を与えるため,社会減地域

では大きく,社会増地域では小さくなる傾向がある.

ところで,表m-4のクラスター分析表で,40

年代と潔)年代では大きな相違がある.すなわち,

40年代では上位グループ(G5,G4)にはわず

か8県しか含まれなかったが,50年代には21県が

含まれており,しかも後者では,中間グループ
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表lIト5　人口指標の昭和50年と他の年次との相関係数

詫 言己号
至_

40 年　　　　 壁

ロ

車

上

率

口

車

ロ

数

ロ

教

化

数

R A 0 .9 3　　　　　 0 .98

R B 0 .92　　　　　 0 .9 8

R C 0 .45　　　　　 0 .78

R D 0 .94　　　　　 0 .99

R E 0 .5 7　　　　　 0 ,8 1

R F 0 .7 9　　　　　　 0 .9 5

人
　
　
以
比
人
　
　
人
　
　
人

年

年

　

歳

口

少

　

年

　

少

5

老

比

7

人

年

比

老

指

年

指

老

指

(G3)がわずか7県となり,これを境に上位と

下位が峻別されている.即年代における上位グルーー

プ(G5,G4)は,東北に位置している秋田,

山形以外は,すべて中部以西で大都市麿または地

方中枢県に属さない諸県で占められている・他方,

下位グループ(G2,Gl)は,北海道,青森,

沖絶以外は,関東,東海,近畿で30年以来人口の

社会増のあった都府県又は地方中枢県で占められ

ている.このように,老年化指数は40年代より50

年代において地域的特性をより明瞭匿示している・

表Ⅲ一5は上記各指標の昭和50年と他年次との

相関係数である.老齢指掛ま,年少指標に比べて

強い相関関係を示している.また,40年と60年を

比較してみると,いずれの指寮も後者の方が強く,

これら人口指標に関する府県間のパタピソは40年

1.00　　　　　0.99

1,00　　　　　0.99

1.00　　　　　0.96

1.00　　　　　0.99

1.00　　　　　0.95

1.00　　　　　0.99

代より50年代が安定しているといえる・特に年少

指標は40年代に大きくパターソが変化しており,

50年代ではやや安定した関係を持続しているとい

えよう.

(2)人口指標と社会増加率との関係

表Ilト6は,昭和蘭年の老年人口比率(RA60),

年少人口比率(RC60),老年化指数(RF60)

の,それら相互間と各期の社会増加率との相関係

数を示したものである.指標相互間では,RA60

とRF60とは当然のことながら高い正の相関を示

すが,この両者とRC60との間には何ら相関を認

めることはできない.

RA60と30年代前半からの各期の社会増加率と

の相関係数はいずれもマイナスであるから,老年

人口は社会増地域では相対的に少なく,社会減地

表IIト6　人臼指標と社会増加率との相関表

数 R A 6 0

A　 6　 0 1 .00

C　 6　 0

F　 6　 0

S　 G　 3　 0 ・4 .75

S　 G　 3　 5 -4 .82

S　 G　 4　 0 -4 .78

S　 G　 4　 5 一や.6 1

S　 G　 5　 0 ー勺.3 3

S　 G　 5　 5 -4 .4 5

RC60　　　　　RF60

0.03　　　　　　　0.98

1.00　　　　　　　-4.18

1.00

-4.51　　　　　　-4.63

-可.22　　　　　　-4.75

0.03　　　　　　　-4.76

0.28　　　　　　　-0.65

0.48　　　　　　　-や.41

0.26　　　　　　　-4.49
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域では多いとみることができる.また40年代後半

までの各期とは0.6以上の強い相関を示しており,

50年代の前半,後半とは弱い相関となっている.

すなわち,昭和60年の老年人口比率は40年代後半

までの社会増加率に影響されているところが極め

て大であるといえる.

RC60と社会増加率とは極めて弱い相関しか示

していない.また測年代の2期とはマイナスの値

を示し,40年代にはいってプラスに転じている.

このことは,30年代に社会増を示した地域では60

年に低い年少人口比率となることを示すものであ

るが,その典型的地域として東京,大阪などの大

都市圏中心都府県をあげることができる.

RF60はRA60と同じ傾向を示しながらも,40

年代後半からは絶対値で後者を上回る値を示して

いる.しかし,それらの値は小さく,強い相関関

係とは言いがたい大きさである.

要するに,昭和60年の老齢人口に関する指標は,

40年代前半までの社会移動を強く反映しており,

50年代の影響は極めて小さく,また年少人口に関

するものは社会移動と強く関係づけることはでき

ない.

(3)棲準化出生率・死亡率による類型化

標準化出生率と死亡率の2指標を用いたクラス

(
　
出
生
率
B
 
R
　
)

ター分析の結果が表III-7である.対象府県は沖

縄を除く46府県で,この表は出生率,死亡率を両

軸とする散布図に似た図表として描かれている.

なお,グループ番号は死亡率のグループ内平均値

の昇順につけた.

G5は低出生率,高死亡率の地域で,死亡率に

おいて青森(7.11%,以下単位は同じ)と大阪

(6.90)が異常に大きい値を示している.G4は

高出生率,高死亡率の地域で,比較的まとまって

いる.

G3には46府県のうち半数以上の24府県が含ま

れ,比較的よくまとまり,出生率,死亡率の両方

からみて,中間的な値を示している.この中には

大都市圏の東京,大阪を除く8府県と,宮城,広

島,福岡の地方中枢県が含まれている.

G2は高出生率,低死亡率の地域であるが,こ

こに含まれる10県はすべて中部以西の地方諸県に

属する.この中で島根は1県だけとび離れて,高

出生率(13.6),低死亡率(5.75)を示し,香川

は低い死亡率(5.80)を示している.Glは東京

だけで,散布図の中では異常点となっており,特

に出生率において,10.00と低い値を示している.

この両指標は全国人口の年齢構造で標準化して

あるだけに,地域的特性が現れにくい.その中に

あって,高出生率地域は,北関東と中部以西の地

表IIト7　標準化出生率・死亡率によるクラスター分析表

静岡、滋賀

N=10

BR=12.90

DR=5.99

岩手、宮城、

埼玉、千葉、

富山、石川、

岐阜、三重、

広島、山口、

高知、福岡、

山形、群馬

神未刊、新潟
山梨、愛知

京都、兵庫

徳島、愛媛

大分、長崎
G3

N=24

BR=12.22

1)R=6.25

統計値は各群の府県数と群平均値(単位こ%)
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G4　　　　　　　N=5

福島、茨城、栃木　BR=13.00

長崎、鹿児島　　　DRここ6.55

G5

北海道、青森、秋田

大阪、奈良、和歌山
N=6

BR=11.64

DR=6.71

(死亡率DR)
>



表Ⅳ-1　回帰係数の符号条件

従

属

説　　　　　　 明　　　　　　 変　　　　　 数

社　 会　　　 標 準 化　　　 標 準 化 40年

変

数

増 加 率　　　　 出生 率　　　　 死 亡 率 指　 標

β　　　　　　 γ1　　　　　 γ. J

R A 6　0 +

R 13　6　0 +

R C　5　0 十　　　　　　　　 十　　　　　　　　 一十 十

R D 6　0 +

R E　6　0

R F　6　0

+　　　　　　　　 +　　　　　　　　 + +

+

方諸県で占められ　他方高死亡率地域は,大阪以

外は大都市圏周辺県と北海道,青森,長崎,鹿児

島など日本列島の遠隔地の諸道県で占められてい

ることは,1つの特徴とみることができる.

Ⅳ.人口指標の回帰式の計測

(1)回帰モデルと符号条件

Il章,IIl章の記述的分析から,各地域のRAか

らRFまでの人口措辞は,程度の差こそあれ,人

口の過去の社会移動と地域固有の特性に関連して

いることが明らかになった.本章ではこれを仮説

とし,以下の2種類のモデルを設定し,推計・検

証する.

第1のモデルでは,昭和60年の各人口指標を従

属変数とし,説明変数は昭和30年代前半から50年

代後半までの社会増加率と,昭和60年の標準化出

生率(BR60)・死亡率(DR60)とする.BR

60とDR60は,人口の年齢構造以外で,これら指

標に影響する自然的・文化的・社会的要因の代理

変数として用いる.RA60を一例として,その回

帰モデルは,

RA60=a+βlPSG30+・・・+βJ,SG55

+γlBR60+γ2DR60.

第2のモデルでは,表III-5に示される各人口

指標の期間相互間の強い相関関係に注目して,説

明変数に昭和40年の同一指標と,それ以降の社会

増加率,出生率,死亡率を用いる.すなわち,R

A60のモデルは,

RA60=α+βJ)SG40+・・・+P。PSG55

十γ.BR60+γ2DR60+∂RA40.

表Ⅳ-1に各回帰係数のとるべき符号条件を示

す.まず各期の社会増加率の係数は,社会増地域

ならば若年層が増加し,やがて普通出生率が高ま

るから,老齢指標と老年化指数に対しては負の,

また年少指標に対しては正の効果をもつ.標準化

出生率が高ければ,その地域の年少人口の相対的

割合は高まるから,これは老齢指標と老年化指数

に対しては負の,年少指標に対しては正の効果を

もつ.標準化死亡率が高ければ,その地域の老年

人口の相対的割合は低まるから,これは老齢指標

と老年化指数に対しては負の,年少指標に対して

は正の効果をもつ.60年の各指標は40年の同一指

標とは正の相関関係をもつから,その係数の符号

は正である.

なお,II-(4)で述べたように,沖縄の変数

値は異常値を示すものが多いから,同県は分析か

ら除外することにした.

(2)推計結果

説明変数の選定は符号条件,t値,決定係数

(R㌔1P)を基準として行い,t値については

絶対値が1以上であれば,その変数を回帰式に残
4I

すこととした.本節では表Ⅳ-2に示す3指標に

ついてだけ述べることにする.他の指標は同類の

4)1tl≧1Lltl<1にしたがって・その変数を除
去すれば,R害は,それぞれ減少,増加する代数的関

係がある.Hl≧1でも有意でない場合もあるが,

このことを考慮してItl≧1ならばその変数は回帰

式に残す.

-60-



衷Ⅳ-2　回帰モデルの推計結果

モ デ ル 従 属変 数 切　　 片 P S G 30 汚 鎚 5 E R 60 D R 6 0 R d O R 2 京,

モ

フ~

ル

1

R A 6 0 10 .Ⅸ)4

( 盟 .7 4)

-4 .2 18

( ィ .拓 )

一4 .195

( う .13 )

* * * 0 .7 32 0 0 .7 19 5

R A 6 0 2 2 ,2 8 1

( 7 .迅)

1-0 .2 13

( 」i.3 7 )

ー・0 .2 14

( -4 .3 1 )

△ - 1 .齢9

( - 3 ,6 6)

* 0 .円訂 0.78 2 2

R C 6 0 31 .5 26

( 1 33 .15)

一心.却

( う .盟 )

0 .199

( 4 .伍 )

* * * 0 .4朗2 邱 頂 二j 笥3

R C 6 0 0 .0 73 一一0 .(賂6 0 .2 1 1 1 .7 64 1 .6 24 * 0 .7 35 2 0 .7⑬4

( 0 .0 1) ( - 1 湖 ) ( 5 .約 ) ( 6 .叫 ) ( 3 .Ⅳ)

R F 6 0 51 .3 52

( 堀 .璋)

一一0 .8 9 1

( -4 .% )

- 1 .2 1 3

( う .13 )

* * * 0 .6 ;劣7 0 .6 1 14

R F 6 0 1 53 .Ⅸ11 - 1 .0 59 - 1 .刀8 - 2 .4 0 1 - 11 .6 14 * 0 .7 28 3 0 .7 0 18

( 5 .11 ) ( 一石.0 1 ) ( 一6 .3 3 ) ( - 1 .4 0 ) ( - 3 .祁)

モ

フ~

R A 6 0 3 .妬6

( 8 .侶 )

* -4 .2 2 3

(- 11 .遁)

・△ △ 1.鴻5

( 17 .16 )

0 .9却5 0 .9 16 8

R C 6 0 1 .6 80 * 0 .2 2 5 1 .6 5 2 1 .α妃 0 .個4 0 .7 6 16 0 .7 38 3

ル

2

( 0 .盟 ) ( 6 .知) ( 6 .㌘ ) ( 1 .駈 ) ( 2 .* )

R F 6 0 2 .8 7 3

( 7 .13 )

* - 1 .駈9

(- 10 .16 )

△ △ 1.175

( 10 .Ⅳ )

0 .8器 l 0 .8 18 0

()内はt胤　*は対応する変数を含まない回帰式.△は最初対応する変数を含めて推定したが,い1<1であっ

たため,除外して再推定したもの.

ものとそれぞれよく似た結果を示す.なお,表の

Rx40は従属変数と同一指標の昭和40年の変数で

ある.

第1のモデルでは,式に示された順序で説明変

数を追加し,主として上の基準で変数を選択して

行った.前述のように,社会増加率は隣接期はも

ちろん,数期離れても相当強い相関をもつことか

ら,多重共線性が発生し,符号条件を満たさない

もの,t値が極端に小さくなるものが数多くあり,

ほとんどの指標で最終的にPSG30とPSG45のみ

が残された.さらに,標準化出生率・死亡率を追

加したところ,有意となるものが多く,適合度も

かなり改善された.

①老年人口比率(RA60)

裸準化出生率は有意でなく,標準化死亡率が有

意となった.この変数の導入により,決定係数は

8割程度まで上昇した.このモデルにおいてPS

G30とPSG45はほとんど同程度の効果をもってい

る.

②年少人口比率(RC60)

標準化出生率・死亡率はともに有意であり,こ

の2変数の導入により決定係数は大幅に改善され,

7割を超えた.社会増加率では,PSG45のみが

有意となり,PSG30の推定値はマイナスとなる.

これ軋　年少人口比率が比較的近い時期の社会増

減の影響を受けることを示すものであろう.

(勤老年化指数(RF60)

標準化出生率以外のすべての変数が有意であり,

決定係数は7割を超える.このモデルでは,標準

化死亡率が出生率よりも効果が強いことを示して

いる.

第2のモデルでは,40年の同一指標が著しく有

意となり,社会増加率の中ではPSG45の効果が

強く現れた.予想されたことではあるが,このモ

デルは第1のモデルよりも一段とよい適合度を示

している.

くり老年人口比率(RA60)

襟準化出生率・死亡率のt値は極めて小さく,

この2変数を険外したが,決定係数は9割を超え

る.RA40の係数は1.085で1を超えており,t
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値はこの変数が極めて有意であることを示している.

⑤年少人口比率(RC60)

RC40の係数は有意ではあるが,推定値は0.09

4で極めて小さい.その代り,標準化出生率,PS

G45の係数が有意で,・標準化死亡率のt値が2に

近い値を示すなど,モデル1とよく似た結果とな

る.すなわち,年少人口比率は20年前の状態とは

あまり関連は見られない.このため,RC40を導

入しても決定係数の改善は小幡にとどまっている.

(む老年化指数(RF60)

老年人口比率と同様に,RF40の導入によって

標準化出生率・死亡率は不必要になり,また決定

係数は大幅に改善され,8割を超えた.

標準化出生率・死亡率は,20年前の同一指標を

含まないモデルでは有意な変数であるが,それを

含むモデルの老年人口比率,老年化指数では不必

要になり,その効果はこの指標に吸収されてしま

うことになる.しかし,年少人口比率ではこの効

果は極めて小さく,標準化出生率・死亡率は有効

な説明変数として残る.このことは,老齢指標で

は20年前の状態が持続している一方,年少人口は

20年以内の比較的短期の人口現象に影響を受ける

ことを示している.なお,30年代前半と40年代後

半の社会増加率が有意な説明変数となることは,

II-(3)で述べたことから明らかである.

る.一方,自然増加率のパターソには30年代後半

を境とした変化が見られる.それ以前は地方諸県

の増加率が高かったが,それ以降は若年層を吸収

した大都市圏およびその周辺県で高くなってきて

いる.

第2に,自然増加率は若干の時間差をもって社

会増加率と正の相関関係のあることが観察された.

特に30年代後半から40年代後半までの社会増加率

の影響が強く現れている.

第3に,老齢指標と年少指標は両者とも,若干

の時間差はあるものの,人口の社会移動の影響を

受け,人口の流出地域では老齢指標が,流入地域

では年少指標がそれぞれ高くなる傾向が見られた.

昭和60年の老齢指標については,30年代と40年代,

年少指標については,50年代の社会増加率の影響

が見られた.

第4に,府県ごとの人口指槙を時系列的に見る

と,老齢指標は長期的に安定した変動慣向を示す

のに対し,年少指標は比較的近い時期の社会移動

や出生率などの地域的特性の影響を受けて,短期

的に変動する傾向を示している.

Ⅴ.むすび

本稿では,昭和30年から60年まで30年間のわが

国における人口現象を,社会増加率,自然増加率

と各種の代表的な人口指標を用いて,都道府県単

位に分析した.これらの変数を用いて各府県を類

型化する過程から,次のような結果がえられた.

第1に,日本経済の高度成長から安定成長への

構造変化は,人口現象にも反映し,人口移動,自

然増加の規模は,昭和50年代に入ると急速に縮小

に向っている.その中で,人口移動のパターソに

は40年代後半を境とした変化が見られ,それまで

地方諸県の人口を大量に吸収してきた東京,大阪

などの大都市周の中心的都府県が,一転して社会

減となり,これに代ってその周辺県の社会増加率

が高くなっており,この傾向は現在も持続してい
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